
製品情報

■ システム構成（クラウド型）
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試験装置 FAMS-R6

【FAMS-R6を導入予定のお客様限定】

遠隔監視システムのクラウド型が1年間無料でご利用いただ

けます。ぜひ、FAMS-R6と遠隔監視システムのセットでの

導入をご検討ください。

遠隔監視システム
Remote Monitoring System

■ 対 象 製 品

遠隔監視システム（クラウド型）

FAMS-R6と同時のご発注で、遠隔監視システムの初期費用、初年度の年間保守費用が原則無料に

なります。

適用期間はＦＡＭＳ-Ｒ６のお引渡しから1年間です。期間満了後（2年目以降）は、年間保守費用のお支

払いによって、そのまま継続してご利用いただけます。

初期費用*1 *2

・ サーバーソフトウェア

・ 試験装置I/Fソフトウェア

年間保守費用*3

・ ライセンスキー

・ ソフトウェアバージョンアップ

・ 問い合わせ対応

・ クラウドサーバー費用

・ データ管理オプション

導入コストを

大幅削減

【ご注意】

*1 お客様の社内ネットワークとクラウドサーバーの接続にあたり、特別な作業や改造が必要な場合、費用が発生することがあります。

*2 遠隔監視システムの導入時にFAMS-R6以外の既設の試験装置も接続する場合、初期費用として新規接続費が試験装置の台数に応じ

て発生します。

*3 FAMS-R6以外の試験装置も接続する場合、無料となるのはFAMS-R6の接続分のみです。その他の試験装置については、年間保守

費用とオプション費用が台数に応じて発生します。

*4 本チラシに掲載した内容は、予告なく変更・終了する場合がございます。予めご了承ください。

2年目以降は

年間保守費用のみ

通常価格（税抜き）

700万円から 無料

通常価格（税抜き）

178万円から 無料
データ管理オプションは

1年間容量無制限



●代理店・販売店

● 機器を正しく安全にお使いいただくために、ご使用前に必ず「取扱説明書」をよくお読みください。

● 本チラシ記載の価格はすべて税抜き価格です。

● 記載事項は変更になる場合がありますので、ご注文の際はご確認ください。

※ MicrosoftⓇ Windows Ⓡは米国Microsoft Corporationの米国およびその他の国における登録商標です。その他記載されている会社名、製品名は各社の商標または登録商標です。

ホームページ https://www.onosokki.co.jp/
E-mail             webinfo@onosokki.co.jp

お客様相談室フリーダイヤル 0120-388841
受付時間：9：00～12：00/13：00～18：00（土・日・祝日を除く）

北関東（028）684-2400 浜 松（053）462-5611 九 州（092）432-2335
埼 玉（048）474-8311 中 部（0565）41-3551 海 外（045）935-3918
首都圏（045）935-3838 関 西（06）6386-3141
沼 津（055）988-3738 広 島（082）246-1777

〒220‒0012 神奈川県横浜市西区みなとみらい3‒3‒3 
横浜コネクトスクエア12階 TEL.(045)935-3888
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試験装置の稼働状態や計測値をモニタリング

トレンドグラフや稼働状態の一括表示によって、進行中の複数ベンチの動向や良否を把握し、ベンチ操作者へのサ

ポートを可能にします。異常発生時には、重故障や警告などの種別、異常内容などの情報を表示します。

トレンドグラフ： ベンチ毎に任意の計測項目を表示 稼働状態： 運転中・待機中・警報発生中などの動向を一覧表示

カメラ映像表示

試験室に設置された監視カメラの映像を取り込み、

Webアプリケーション上に表示します。

カメラ： 1つの画面で複数のベンチの状態を把握

データ管理オプション

計測データを自動で収集して管理する機能です。データ

ファイルを自動的にサーバーにアップロードします。保存

されたデータは、フィルターやソートなどの機能を用いて

簡単に検索できます。

データ管理: 収録したデータの検索が可能

ネットワークカメラ Webブラウザ

自動アップロード

FAMS-R6

お客様へのお願い ■ 輸出または国外へ持ち出す際のご注意
当社製品（役務を含む）を輸出または国外へ持出す場合は、外為法（外国為替及び外国貿易法）の規定により、リスト規制該当品であれば、経済産業大臣へ輸出許可申請の手続きを行ってください。
なお、非該当品であってもキャッチオール規制に該当する場合は、経済産業大臣へ輸出許可申請が必要となります。当社製品の該非判定書をお求めの際は、当社ホームページの該非判定書発行
依頼ページよりご依頼ください。お問い合わせは、最寄りの当社営業所までご連絡ください。


